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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文は、わが国地方自治体における予算編成の質への問題意識から、その質の向上を企図して英米など
で実践の進む業績予算の導入を検討するために、文献研究を行うとともに、わが国地方自治体の行政評価と
予算編成について、アンケートによる定量的分析、インタビューによる定性的分析、行政評価表の個表の分
析、加えて、英国地方自治体におけるインタビューなど多様な手法を用いている。その結果として得られた
知見の中で、特に学界への貢献が大きいと考えられる研究的意義は、以下の４点である。
　第１に、本論文では、予算編成の質向上のために業績予算が有効であるとの仮説を設定し、業績予算の意
義について行政学、会計学の見地から整理し、わが国地方自治体において実践されている行政評価が業績予
算に活用できないかを検討している点である。業績予算に関する先行研究は、英米の中央政府の実践を分析
するもの、OECDによる加盟各国の実態を分析するものなどに限定されており、理論的背景からの検討は
少なかった領域である。本論文では、現行のわが国地方自治体の予算編成の問題点について、予算編成の目
的、機能の点から検討するという行政学的な理論的整理、予算管理の視点から検討するという会計学的な理
論的整理が行われている。この点は学界への貢献であるとともに、本論文を契機に、業績予算の理論的整理
が進捗することで実務界における貢献ともなるものである。
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　第２に、本論文では、わが国地方自治体における行政評価の実態について、予算編成への活用の視点から、
その実態を多様な手法により分析している点である。これまでも、当該実態に係る分析は、アンケート手法
により国、民間研究機関、各研究者によって行われてきている。本論文では、まず、これらの過去に実施
された実態調査を十分検討した上で、自らも、アンケート調査を実施し定量的分析を試み、その回答自治体
の中で特徴的な回答事例については、訪問又は電話によるインタビューによって、実態を詳細に分析してい
る。さらに、本論文において特筆すべき点は、地方自治体の行政評価表を丹念に検討している点である。行
政評価表は、１事業について２、３頁におよぶ内容であり、１自治体で1,000から3,000事業となる。回答の
得られた都道府県、政令市の全てにおいて通読し検討するという膨大な作業から得られた知見には説得力が
あり、過去に実施した例がなかっただけに、得られた知見は学界への大きな貢献であると言える。すなわち、
地方自治体では、予算編成に行政評価を活用する意識は共通して高くはあっても、行政評価表の記述時点と
いう適時性の視点、記述内容と予算要求との関連という連動性の視点、行政評価表の構成という網羅性の視
点から、行政評価表の実態には、地方自治体間で大きな差があり、かつ、同一地方自治体内の記述において
も差異が見られることを、具体例をもって導出している。ここで導出された知見から、さらに適時性、連動
性、網羅性の視点における先進事例を抽出し、その先進例と理論的研究による分析から得られる知見とを総
合することによって、予算編成に活用する行政評価のあり方を示すという、これまでの実証研究で踏み込ん
で来なかった領域へと展開している点は、学界への大きな貢献である。
　第３に、英国中央政府・地方自治体における業績予算の実態調査・検証によって、貴重な知見が導出さ
れている点である。1990年代後半から、わが国中央政府・地方自治体における改革は、英国における行政経
営改革、すなわち、NPMの影響が大きいとされている。したがってNPMを背景とする予算編成改革とし
て第5章において検討している「包括的歳出見直し（CSR）」「公共サービス合意（PSAs）」については、過
去に研究事例のある事項ではある。ただし、先行研究は、制度の解説・分析に関する政府による制度解説書
類および英国研究者による論文研究を主体とする内容であったのに対し、本論文では、中央政府の省庁が実
施している業績モニタリングについて、経年の予算文書を分析するというアプローチによって、頻回のモニ
タリングによる業績情報等の適時性の向上が予算編成の質を向上させているという結論を導出している。こ
の点は、先行研究にはないアプローチにより英国中央政府の予算編成改革の現実を把握した点で、大きな貢
献と言えるところである。なお、予算文書は、わが国のものでも解読するのに相応の知識が求められること
を考えれば、本論文は、英国中央政府の予算文書を丹念に読み解いていく高度な背景知識が要求される難解
な作業に取り組んだことになる。さらに、第５章においては、英国地方自治体への訪問調査におけるインタ
ビューと手交された資料によって、英国では地方自治体においても、頻回のモニタリングが実施され業績情
報等の適時性が向上し予算編成の質の向上に寄与している実態を確認している点も、先行研究にない知見で
ある。
　第４に、第７章において、行政評価指標に求められる諸要件について、内外の文献を整理検討することに
よって、当該諸要件を整理している点である。業績評価指標について求められる要件は、これまでも、研究
者ごとに検討を加えてきているテーマであるけれども、個別指標、指標群に分けて、求められる要件を導出
している点は、先行研究に基づく新たな視点である。さらに、業績情報を予算編成の質の向上のために活用
しようとする業績予算にあって、業績情報の質が重要な論点となることを考慮すれば、今後の実務上の進展
においても要諦となる知見である。
　本論文は、以上のように、業績予算の視点から重要な貢献を学界にもたらし、わが国地方自治体における
予算編成の質向上に向けた総合的知見を提示する貴重な内容であるけれども、以下に指摘する課題がある。
本論（第１章から第７章）と提言（第８章）とに分けて課題を指摘する。
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　まず、本論における課題としては、次の４点を指摘する。第１に業績マネジメントと予算マネジメントを
連動させることは重要であり、連動の仕方として「業績情報提供型」が望ましいとされている点に係るもの
である。業績情報提供型は厳密なものから緩いものまで範囲が広いと考えられる。本論文では各種のタイプ
に分けその特徴を考察しているが、「このような場合にはこのタイプが望ましい」等、ある程度の方向性を
示すことができれば、さらに有効な検討が展開できる。第２に行政評価の結果を予算編成に活かすような方
法は望ましいが、評価指標を単に重要なものを並列列挙して評価するよりも、評価指標の因果関係、評価指
標の階層性を前もって考えておき、それら考慮しながら総合評価するというような方法の方が望ましいので
はないか。バランスト・スコアカードのやり方が参考になると思われるが、実施が難しいということであれ
ば、その考え方を活かして、より単純化したものを工夫することも考えられる。第３に業績管理のためには
業績の事中評価は重要であるが、なぜ日本ではこれができていないのか、英国の事例を参考にしながらより
詳細に検討する必要がある。評価シートなどの実施技術に問題があるのか、組織的・制度的な構造上の問題
があるのかを考察すべきである。第４に、国内においては京都市の事例等を採りあげて詳細な検討を行って
いるものの、なぜ、当該自治体のケーススタディーを行うのかについて、その根拠が明確に示されていない。
また、国外においては、英米の予算編成改革を検討する一方で、事例として検討しているのは英国のみであっ
て米国の事例検討がなされていない。本論文では、いずれの国々も予算編成改革の先進国であると位置付け
ているのであれば、米国の事例も検討するべきである。
　次に、提言部分における課題として、以下の４点を指摘する。第１に本論文における予算編成のレベルが
必ずしも明確ではない点である。すなわち、研究対象が事業なのか施策なのか政策なのかが、必ずしも明確
ではない。事業予算、施策予算、政策予算のレベルの相違は、業績情報の「質」（提言１）に大きな影響を
及ぼすと考えられる。換言すると、広義の業績であるアウトカム、アウトプット、インプット等については、
事業のレベル、施策のレベル、政策のレベル、それぞれのレベルにおける考察が可能である、本論文ではこ
の点についての踏込が十分ではない。第２に予算統制を強化するために業績情報が議論に耐えうる「質」を
備えていることが必要とされ（提言２）、さらには、業績モニタリングの実施の必要性が主張されている（提
言３）。この「質」の要素には一般に、業績情報の目的適合性に加えて、信頼性が重要となるのではないか。
もしそうであるとすれば、本論文では、信頼性の高い業績情報の入手方法についての考察が必ずしも十分で
はない。たとえば、調査対象とした英国の自治体では、内部監査部門（その長であるＨＩＡ）が予算編成を
行うＣＦＯのもとに配属されている。予算編成以外の部署で作成された業績情報の信頼性の担保、あるいは、
予算編成部門自らが業績情報を作成するなど、監査機能の充実を通じた業績情報の信頼性の向上についての
考察が必要ではないか。この点については、英国での一層の調査を行なうことで、本論文の研究内容がさら
に精緻なものになると考えられる。第３に提言４の導出はアンケート結果に基づき行われたものではないか
と考えられるが、その理論的あるいは実学的な妥当性についての考察が行われていない。実務の傾向（現状）
を認識するためにはアンケートは有用ではあるが、今後のあるべき方向性をアンケート結果の多寡（類型
②）で結論付けるのは考察としては不十分である。第４に効率性指標の信頼性向上のために正確なコスト計
算など適切な会計の選択の必要性が指摘されている（提言５）が、（会計）情報の「目的適合性」と「信頼性」
の概念整理に混乱があるため、十分な概念整理が求められるところである。
　以上のような課題が本論文にはあるけれども、これらの課題はいずれも今後の研究の深化に期待されるべ
き諸点であり研究の方向性を示す事項であるから、本研究の意義と学界における価値をいささかも減じるも
のではない。むしろ、本研究において明らかにされた事実があってこその課題であり、課題の解決に向けた
研究の継続によって、学界へのさらなる貢献が期待できる事項である。
　坂元英毅氏は、2009年度から一貫して政令指定都市において予算編成を担当する財政局等の部署に所属し
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実務経験を積んできている。自らの実務家としての経験があるからこそ、高度な英語能力に加えて予算書独
自の専門用語の理解も求められる英国政府の予算関係書類の解釈も可能であり、また、日本国内の膨大な行
政評価表を予算との関連から解釈していくという独創的な研究手法も可能となったものである。この研究手
法を通じた本論文の知見は今後の学界への貢献がきわめて大きいと考えられる。加えて、本論文の執筆に向
けた４年間において、学会の研究奨励賞を受賞した査読論文を含む３本の研究論文（単著論文２本、筆頭共
著論文１本）を公表しており、氏の研究者としての資質の高さは明白である。
　以上から、審査委員の総意により、坂元英毅氏の学位申請論文が、博士（先端マネジメント）の学位に相
当する論文であると判断する。
